
  新たな地球温暖化対策実行計画（区域施策編）中間案骨子 

■地球温暖化の現状及び将来の影響 
 

○気温上昇・海面上昇，真夏日・大雨頻度増加 
○農作物の収量減，自然生態系への被害 
○水害被害・土砂災害の増加 
○熱波発生増，熱中症死亡者数増加 

目標達成に向けた施策 

   計画策定の背景   計画の基本的事項 

■地球温暖化対策の国際的な動向 
 

○気候変動枠組条約（1992） 
○京都議定書の採択締結→発効（2005) 
○IPCC第５次報告書（2014） 
○SDGｓ（持続可能な開発目標）採択(2015) 
○パリ協定の採択→批准・発効（2016） 

■地球温暖化対策の国内の動向 
 

○地球温暖化対策推進法（1998 後6回の改正） 
○京都議定書目標達成計画（2005・チームマイナス６％） 
○長期エネルギー需給見通し・日本の約束草案提出（2015） 
○地球温暖化対策計画策定（2030年で2013年比26％削減） 
○気候変動影響への適応計画策定（2015） 

■計画の位置付け 
 

○地球温暖化対策推進法第21条第3項に基づく

地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 
○国の温対計画の地域計画 
○宮城県環境基本計画の個別計画 
○再エネ省エネ計画等関連計画と連携 

■計画期間 
 

○2018年度～2030年度 

⇒ 既に影響が出ており，危機的な状況 

宮城県の地域特性 
 ➀海・山・川・大地の恵み豊かな自然環境 
 ②東北にあり寒冷である一方で，日射は優位 
 ③人口は全国14位で減少傾向だが世帯数は増加 
 ④県内総生産９兆199億円，４年連続で増加傾向 
 ⑤みやぎ環境税の導入 
 ⑥東北の水素社会先駆けの地 など  

■対象ガス 
 

○7種類（CO2，CH4，N2O，
代替フロン等4ガス） 

■気候変動の影
響への適応 

46 農業，森林・林業，水産業における適応※ 
47 水環境，水資源における適応※ 
48 自然・生態系における適応※ 
49 自然災害・沿岸域における適応※ 
50 健康における適応※ 
51 経済・産業活動における適応※ 
52 県民生活・都市生活における適応※ 

40 林業・木材産業の一層の産業力強化※ 
41 森林の持つ多面的機能のさらなる発揮※ 
42 森林，林業・木材産業を支える地域や人材の育成※ 

(3)林業の成長産業化
の促進 

43 環境にやさしい農業の促進※ 
44 農業における再エネの導入と省エネ化の促進 
45 水産業における再エネの導入と省エネ化の促進 

(4)低炭素型の農業・水
産業の導入促進 

(2)環境関連産業のさら

なる発展に向けた振
興 

35 エネルギー・３Ｒ関連産業の振興・誘致 
36 環境関連ものづくり産業の振興・支援 
37 水素・燃料電池関連産業の育成・支援 
38 再エネ・省エネ・３Ｒの技術開発支援 
39 環境産業事業化に向けたコーディネート 

30 企業の環境配慮経営の促進 
31 事業活動における建物・設備の低炭素化の促進 
32 金融・投資と連携した産業の脱炭素化の促進 
33 企業活動における排出削減に取り組みやすい制度の導入 
34 代替フロン排出削減対策※ 

(1)環境に配慮した産
業・経済活動の促進 ３ 
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13 地域資源のエネルギー活用に関するコーディネート 
14 太陽光発電（住宅用以外）の導入促進 
15 地産地消バイオマス利用の促進 
16 風力発電の導入促進 
17 地熱・温泉熱の利活用の促進 
18 地中熱の導入促進 
19 小水力発電の導入促進 
20 その他のエネルギーの利活用 
21 電力の地産地消の推進 

(1)地域資源を最大限

活用した再生可能エ
ネルギー等の導入促
進 

22 低炭素型の都市の形成 
23 都市緑化等の推進※ 
24 水素社会の実現に向けたまちづくりの促進 
25 地域としての面的な熱利用の促進 
26 物・人の移動における低炭素化の促進 
27 公的機関における率先導入の取組 

(2)エネルギー面で強靱

かつ効率の高いまち
づくりの促進 

28 農業・農村の多面的機能の維持・発揮促進※ 
29 農村の活性化に向けた総合的な振興※ 

(3)自然的特性を生かした低
炭素型の地域づくりの促進 

９ 環境に配慮した製品の購入(グリーン購入)の促進※ 
10 ３Ｒ・製品の環境配慮設計の技術開発支援※ 
11 地域リサイクルシステムの整備※ 
12 各種リサイクル法の適切な運用等※ 

(3)３Ｒが容易にできる

製品の普及・仕組み
の構築 

 ５ 住宅・建築物の省エネ化の促進 
 ６ 効率的熱エネルギーの利用拡大 
 ７ 省エネ性能の高い設備・機器の導入促進 
 ８ 徹底的なエネルギー管理の促進 

(2)建物及び設備・機器
の低炭素化の促進 

 １ 低炭素社会形成に向けた県民運動の推進 
 ２ 将来の世代を見据えた環境教育・人材育成 
 ３ 環境配慮行動の促進のための普及啓発 
 ４ 地球温暖化対策に関する情報の発信・提供 

(1)自然共生型ライフス

タイルへの転換の促
進 
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■地球温暖化
による被害を
回避・回復す
るための対策 
（適応策） 

◆朱書きは新た
な取組 

◆※は再エネ省
エネ計画以外 

立案方針 基本的方向 ５２の取組 

■
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  2030年の将来像・計画の目標 

■産業・経済 
 

※補助目標 
 

◎業務延床面積１㎡当たりエネル
ギー消費量 
 2030年度において，基準年（2013年
度）の36.４％ （1.1６GJ/㎡・年）を削
減します。 

〇将来像 
 

➀環境に配慮した企業経営と発展する
環境関連産業 
②活力が溢れ成長産業化した林業・木
材産業 
③低炭素型で魅力豊かに発展する農
業・漁業 
④気候変動影響に適応した産業・経済 

■まち・むら 
 

※補助目標 
 

◎自動車１台当たりガソリン消費量 
 2030年度において，基準年（2013年
度）の32.4％ （272.4ℓ/台・年）を削
減します。 

〇将来像 
 

➀地域資源をエネルギー源として活用す
るまちやむら 
②ゆとりをもって暮らせる低炭素型の都
市 
③資源が地域内で循環する農山漁村 
④気候変動影響に適応したまち・むら 

■暮らし・住まい 
 

※補助目標 
 

◎１世帯１日当たりのエネルギー消費量 
 2030年度において，基準年（2013年
度）の26.1％ （46.8MJ/世帯・日）を削
減します。 

〇将来像 
 

➀地球の一員として自然と共生するライ
フスタイル 
②無理なく消費エネルギーを減らせる住
まい 
③資源を大切に使う暮らし 
④気候変動影響に適応した暮らし・住まい 

  ■自然・気候 

＜総量目標＞ 

 
温室効果ガ
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〇将来像 
 

    恵み豊かな宮
城の自然環境
と人々の営み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 温室効果ガス排出量の現況推計 
■全体の傾向 
 ①温室効果ガスの9割がＣＯ２ 

 ②うち産業，運輸が各3割，家庭，業務が各2割 
 ③産業の9割が製造業，運輸の9割が自動車 
 ④家庭の6割が電気 

■近年の傾向 
 ➀震災前までは継続的に減少傾向 
 ②震災後，復興により継続して増加傾向 
 ③2014年度は，基準年（2010年度）比で産業26.8 
  ％増，家庭10.9％増，業務2.6％増，運輸9.0％増 

■くらし 
 ➀省エネ対策を講じた住宅ストック比率の低迷 
 ②既存住宅の断熱性能の改善 
 ②太陽熱・地中熱などの熱利用の低迷 など 

 現計画における現状の課題 

■地域 
 ➀再エネ導入量の太陽光の偏り 
 ②ＦＩＴの賦課金による国民負担増 
 ③輸入燃料バイオマス発電施設増 
 ④メガソーラーなどの自然環境破壊の懸念 など 

■ものづくり 
 ➀環境関連ものづくり企業のさらなる創出 
 ②地域エネルギー活用によるさらなる産業創出 
 ③さらなる環境保全型農業の拡大 
 ⑤木材価格低下，管理放棄された森林増加 など 

 ➀原発稼働停止，規制基準強化 
 ②電力小売自由化・発送電分離 
 ③石炭火力発電所の増加の問題 
 ④FITによる国民負担増加・送電系統逼迫 
 ⑤電気自動車開発の競争激化 
 ⑥政府の森林環境税導入検討 など 

  計画を取り巻く近年の動き 

■地球温暖化とは ○地球規模で気温や海水温が上昇し氷河や氷床が縮小する現象 
○「温室効果ガス」は太陽の熱を保持し，生物の住みよい環境となる一方で，ガスの急増で効果が過大 

■計画策定の趣旨 ○東日本大震災のほか，パリ
協定やＳＤＧｓなど世界の対策強化の動きに対応 

■計画の役割 

○県の実施する地球温
暖化対策の施策の基本
的方向性，施策大綱 

〇あらゆる主体の低炭素
社会の形成の指針 

 ①世帯数⇒ 今後も増加，その後減少し最終的に 
  現状より減少（×0.95） 
 ②経済⇒ 当面拡大，将来的には復興需要の減少 
  で落ち込むが，最終的に現状を上回る（×1.18） 
 ③温室効果ガス排出量⇒ ①，②により，2030年に 
  は現状より若干の増加傾向の見込（×1.03） 

 2030年の想定フレーム 

    

 流れを、変える。 
◆ 「地球の限界」に想いを馳せ、
東日本大震災を経験した宮城・
東北から、これまでの地球温暖化
対策の、流れを、変えていく。 

◆ 具体的には、「自然との共生」
を社会や暮らしの中に取り入れて
きた先人の「知恵」「伝統」を現代
社会に生かしつつ、省エネルギー
と再生可能エネルギー・資源の利
活用・開発を基本とし、良好な環
境に包まれ、人々が心豊かに充
実した「暮らし」ができる社会の実
現を目指す。 

◆ このため、ライフスタイルの転
換、再省蓄エネの加速、水素先
進県、里山・林業の再生、環境関
連産業の振興、地域社会の新た
な仕組みの構築等々、環境・経
済・社会を統合的に向上させる取
組をさらに進め高めるべく、必要
な「変革」を力強く推進していく。 

施策展開の基本精神 

Concept１ 
「地球市民マインド」 

～持続可能な開発目標（SDGｓ）～ 

Concept２ 
「熱には熱を」 
～ジョー熱立県～ 

Concept３ 
「地産地消エネルギーへのこだわり」 

～メイド・イン・宮城のエネルギー～ 

Concept５ 
「環境・経済・社会の統合的向上」 

～クラ（暮）×サン（産）×カン（環）～ 

Concept４ 
「ヒト・モノ・コトをつなぐ」 
～県は“インターフェース” ～ 

各主体の
役割と推
進体制 

 

計画の進
行管理 

 

各主体の役割 
◎県 
〇市町村 
〇民間団体 
〇教育研究
機関 

 
 
県民・事業
者への期待 
〇県民 
〇事業者 
 
 
計画の推進
体制 
〇県組織 
〇県連携体 
制 

〇ほかの主
体との連
携体制 

〇行政活動の
評価に関す
る条例に政
策・施策の
基づく進行
管理 

 
〇法に基づく
計画に基づ
く措置及び
施策の実施
の状況（温
室効果ガス
総排出量を
含む。）の公
表 

 
〇 概ね５年ご
とに計画の
点検 

審１－参考（１） 

P1～ 
 19 

P20～ 
 23 

P24～ 
 29 

P30～ 
 39 

P40～ 
 49 

P50～ 
 55 

P56～ 
 58 

P59～ 
 92 

P93～ 
 147 

P148～153 

P154～155 


